
第4次岸和田市障害者計画振り返りシート

通
し
番
号

基本目標 施策の方向 内　容 担当課 事業名 平成30年度の実施（実績）内容（委託、助成含む）
89 ① 地域福祉活動の推進 ・岸和田市社会福祉協議会が組織する地区福祉委員会や、※小地域ネットワーク活動

等による情報提供や研修等、住民主体で行う福祉活動の支援を推進します。

・地域福祉への障害のある人の参画を推進するため、地域と障害のある当事者との連
携を促進します。

・岸和田市社会福祉協議会や地域団体だけでなく、郵便・水道等事業者とも連携し、孤
立化を防ぐ地域の見守り支援体制の充実に努めます。

社会福祉協議会

福祉政策課

地区福祉委員会活
動推進事業
小地域ネットワー
ク活動推進事業
誰もがつどえるリビ
ング推進事業

・地区福祉委員会のボランティア研修会の講師として障害がある当事者を紹介し、日々の暮らしのことや必要なサポート等について知り、今後
の連携につなげる機会を提供した。

・災害時避難行動要支援者への日頃からの見守り活動等を地区福祉委員会に提案し、地域内で町会、民生委員、地区福祉委員会等が合同で
日頃からの福祉活動について検討する場づくりを支援した。

・市民協議会が開催する地域の避難訓練に、障害がある当事者も参加できるよう情報提供し、参加を促した。
・福祉政策課との連携で多世代の住民の交流の場である「誰もがつどえるリビング」の設置・運営を支援した。（平成31年3月末現在56箇所）
・小地域ネットワークが開催しているサロン等に、障害の有無にかかわらず参加を促し、地域で孤立しないための環境づくりを推進している。（参
加者延べ83,884名）
・コミュニティソーシャルワーカーが、障害者の生活相談等を実施し必要な支援につなげている。（延相談件数2,043件）

90 ② ボランティア活動の推
進

・ボランティアセンターでは、新たな人材の確保に向けたボランティア養成講座の開催と
ともに、勤労者や学生等も参加しやすい体験型プログラムの開発等、より多くの市民が
参加できる環境整備を推進します。

・新福祉総合センターの整備とともに、市民活動サポートセンターを設置し、市民の自主
的な活動を支援していきます。

・障害のある人のボランティア活動を推進するため、受け入れ施設の拡大に向けた啓発
活動とともに、障害のある人も取り組むことができるプログラムの開発に努めます。

・企業やその従業員に向けたボランティア活動等の機会の提供を推進します。

社会福祉協議会

自治振興課

・ボランティアスタ
イル事業
・ボランティア体験
プログラム
・ボランティア相談
市民活動サポート
センター運営業務

・ボランティアスタイル事業においては、10のプログラムのうち、放課後児童デイサービス施設でのボランティア体験プログラム・障害者学級での
ボランティア体験プログラムを導入し、実施した。

・障害がある人のボランティア活動相談を受け付け、活動先へのオリエンテーションおよびマッチング、および活動のサポートを行なった。

・7月～9月の期間限定でのボランティア体験プログラムでは、56の福祉施設・団体の受け入れがあり、延べ169人の市民のボランティア体験を
支援した。

・市民活動支援の拠点として、運営業務を行っている。具体的に、ＮＰＯを含む市民活動団体における設立、運営等に関する相談業務、市民活
動団体、市民を対象とした講座、交流会の開催、オープンスペースの提供、市民活動団体等のチラシの配架、参考図書の閲覧等を行っている。

93 ① 相談対応の充実 ・障害のある人の総合的な相談窓口である「岸和田市障害者基幹相談支援センター」を
拠点とし、各相談支援機関の機能・特性に応じた役割分担を行うことにより、多様なニー
ズに対応する相談支援体制の構築を図ります。また、支援の必要な人の把握に取り組
みます。

・岸和田市障害者自立支援協議会の機能強化により、障害のある人への支援体制の整
備とともに、効果的な相談支援体制の構築を推進します。

・身体、知的、精神障害者相談員について、障害のある人や家族に対する周知を図りま
す。また、相談員同士や関連機関との連携による相談対応の充実を図ります。

・犯罪や触法行為等への関与の防止や、長期入院、入所等からの地域生活移行や支
援のため、地域や関連機関と連携した支援体制を構築します。

・地域生活支援拠点等の整備の推進により、地域移行支援や親元からの自立等に関す
る障害のある人やその家族からの相談対応の充実を図ります。

障害者支援課

・障害者相談員の委嘱により、地域での相談に応じ、必要に応じて関係機関への案内につなげている。

・今年度途中より、重度の等級の手帳所持者うち、サービス未利用者の訪問を行う予定（１中学校区より試行する）。必要に応じて相談支援事業
者やサービス利用に繋げる。

・施設入所者のうち、地域での生活を希望する人や、社会資源を利用すれば地域での生活が可能な人に対し、施設の職員と連携し退所後の生
活の案内やそのための準備等の相談に応じた。

94 ② ケアマネジメント体制
の充実

・障害の特性や家族状況等による様々なニーズに対応できるよう、相談支援専門員を確
保するための研修の充実や、勉強会を通じた資質の向上を図ります。

・すべての対象者に向けた計画相談支援の推進や、「あゆみファイル」の活用等による
多様なニーズの把握、切れ目のない相談支援体制の維持を図ります。

障害者支援課
・計画相談についてサポートツールを用いて個々のケースの支援内容や、計画作成の際に必要な視点などについて、協議し助言した。

97 ① 障害特性や個々の
ニーズへの対応の充
実

・計画相談支援に基づき、障害特性や個々のニーズに応じたサービスの確保・提供を図
ります。

・※障害支援区分の適切な認定により、利用者一人ひとりの実情に応じた支給決定に
努めるとともに、審査請求制度について十分な周知を図ります。

・居住支援のために必要な相談、体験の機会、緊急時の対応等の機能を備えた地域生
活支援拠点等の整備の推進により、障害のある人の生活を地域全体で支えるサービス
提供体制の構築を図ります。

障害者支援課

・相談支援専門員と協議しながら支給決定を行っている。また、支給決定基準を超える内容についても協議のうえ、個々の実情に応じた支給決
定を行っている。

・緊急時の受入れ先として想定される障害者支援施設について、相談支援事業所との間で、翌１ヶ月分の短期入所空き状況の共有を行った。

98 ② 障害福祉サービスの
充実

・短期入所（ショートステイ）や移動支援等について、緊急時等にもスムーズに利用がで
きるサービスの量の確保に努めます。

・障害のある人の日中活動の場の確保に向けた事業所の拡充に努めます。

・医療的ケアが必要な重度障害のある人への支援の拡充に向けて、医師会との連携
や、医療的ケアに対応できる事業所の参入促進を図ります。

・高齢の障害のある人に向けて、介護保険事業計画に基づき地域包括ケアシステムの
構築を推進するとともに、広域型特別養護老人ホームや※小規模多機能型居宅介護等
の必要な施設の整備を図ります。

・サービス提供事業所に対する※第三者評価の推進や、苦情解決のためのしくみ構築
の検討等により、サービスの質の向上を図ります。

障害者支援課

介護保険課

・医療的ケアが必要な障害者の社会参加と日中活動先の確保及び家族の介護負担の軽減を図るため、生活介護事業者の看護師加配につき
市内２事業者に事業委託を行った。

99 ③ 地域生活支援事業の
充実

・障害の特性に応じた各種福祉器具や、日常生活用具の給付の充実を図るとともに、情
報提供の充実を図ります。

・移動支援事業がさらに使いやすくなるよう、協議・検討を行います。 障害者支援課

・随時、市民や関係団体等に制度説明を行うなど、日常生活用具の給付の充実を図りながら、種々の情報提供の充実を図った。

平成28年度にガイドラインの見直しを行い平成29年度よりその運用を開始した。それ以降も移動支援の利用方法・支援方法について相談が
あった場合は、個々の実情に応じ協議のうえ対応している。

具体的な取り組み 取り組み

Ⅴ　いつまでも住み慣れ
たまちで暮らせる地域生

活基盤をつくる

1　地域包括ケア
の構築に向けた支
えあいのしくみづく
り

(1) 住民参加の
促進

(2) 相談支援体
制の充実

2　福祉サービスの
充実

(1) 地域生活支
援・サービス
の充実
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番
号

基本目標 施策の方向 内　容 担当課 事業名 平成30年度の実施（実績）内容（委託、助成含む）具体的な取り組み 取り組み
100 ① 相談支援体制の充実 ・個別相談支援を行うなかで、家族介護者の健康状態についても把握し、関連機関と連

携した支援の充実を図ります。

・関連機関が実施する家族会等、家族介護者の悩み相談や、情報交換・交流を図れる
場の提供を推進します。

障害者支援課 精神障害者及びその家族等の団体が行う精神障害者の社会復帰に関する活動に対する情報提供等の支援を市内１団体に委託して実施した。

101 ② サービスの利用促進 ・家族や相談支援専門員からのニーズに応じ、家族介護者等の心身の負担を軽減する
ために必要なサービスの提供を推進します。

・関係機関からの情報をもとに、サービス未利用者の掘り起こしを推進し、必要な人に必
要なサービスが提供できるよう周知を図ります。

障害者支援課
重度の等級の手帳所持者うち、サービス未利用者の訪問を行い、必要に応じて委託相談支援事業所やサービス利用案内を行った。（１中学校
区で試行実施）

103 ① 都市施設の整備の推
進

・「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）」及び
「※大阪府福祉のまちづくり条例」に基づき、公共施設や設備について、だれもが安心し
て利用できるようバリアフリー化を推進します。

・新設、建て替え等の際は、障害のある人の意見を伺う機会を設け、バリアフリー化、ユ
ニバーサルデザイン化を推進します。 建設指導課

府条例に基づく本
市の事前協議

法、大阪府福祉のまちづくり条例に基づく申請、届出及び相談に関し適切に対応した。

104 ② 交通環境の整備の推
進

・国、大阪府、岸和田市、ＪＲ西日本、南海電気鉄道により、特定経路及び駅舎の整備
を推進し、バリアフリー化の早期完成をめざします。

・市道の歩道整備及び地元の要望に応じた交通安全施設の設置を継続していくととも
に、安心して利用できる通行空間を早期に実現できるよう推進します。

・障害のある人の移動の利便性を確保するため、重度障害のある人等を対象としたタク
シー助成券の発行を継続するとともに、対象者への周知を図ります。

高架事業・道路
整備課

・道路新設改良事
業

・交通安全施設整
備事業
　
・JR阪和線高架化
事業

・岸和田泉光寺線　歩道改良区間　L=136m

・久米田東西線　　歩道整備区間　L=80m

・平成29年10月22日阪和線上り線高架切換え(上下線高架化に）、高架下に新駅舎が完成。

・平成30年度に駅周辺道路整備の一部（東岸和田駅東側交通広場、東岸和田駅東停車場線）が完成し、バリアフリー化になり利用しやすくなっ
た。

106 ① 住まいの確保 ・市営住宅について、大阪府や各市町の事例を踏まえ、グループホームの導入につい
て研究するとともに、建て替え時においては、福祉世帯（車椅子常用者向特別設計住
宅）の戸数の確保を推進します。

・グループホームに入居する障害のある人の家賃の一部助成等により、住まいの場へ
の支援を推進します。

・「住宅確保要配慮者」が安心して住まいを確保できる環境整備により、大阪府における
住宅セーフティネットの構築を図ります。また、民間賃貸住宅において、障害のある人や
高齢者などが円滑に入居できるよう、市民への啓発、住宅建物取引業者の健全育成に
努めます。

住宅政策課

社会福祉協議会
居住支援の取り組
み

・大阪あんしん賃貸支援事業により、円滑に入居できる住宅の情報をホームページ等で提供をおこなった。

・「住まい探し相談会」を開催し、「住宅確保要配慮者」が安心して住まいを探せる場を提供した。（不動産業者、社協、住宅政策課、福祉政策
課、障害者支援課の共同）

・住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを養育する者、等）の相談支援、及び民間シェルターを確保して、一時的に
入居支援。

・社協が事務局となり、居住支援協議会（準備会）の開催。

107 ② 住宅環境の充実 ・「公営住宅長寿命化計画」に基づき、市営住宅における住宅内手摺（浴室、便所、玄
関）等の設置を推進します。

・市営住宅における医療・福祉サービス施設等の生活支援施設の設置について、他市
町の事例を踏まえ、導入について検討します。

・高齢者福祉施策等と連携し、障害のある人や高齢者が暮らしやすいよう、住宅改修の
支援を推進するとともに、専門職による利用者の身体状況に応じた助言・指導を行い、
より適切なサービス提供に努めます。

住宅政策課
・空き家改修時に手すりがない住戸には手すりの設置をおこなった。

・平成30年度は２件に建築職による利用者の身体状況に応じた助言・指導をおこなった。

Ⅴ　いつまでも住み慣れ
たまちで暮らせる地域生

活基盤をつくる

2　福祉サービスの
充実

(2) 家族介護者
への支援

3　人にやさしいま
ちづくりの推進

(1) 利用しやす
い快適な都
市基盤づくり

(2) 生活しやす
い住まいづく
り


